
「力みなぎる・かごしま」の実現に向けて ～平成２5

●職員数の縮減
　簡素で効率的な組織機構の整備や民間活力の活用などにより、一般行政
部門の職員数（平成24年4月1日現在 5,207人）について、80人以上を縮減
します。

●地域振興推進事業  9億7,000万円
　地域振興局・支庁が、地域における「県政の総合拠点」として、それぞれ
の地域固有の課題解決や地域活性化策に迅速かつ柔軟に取り組みます。

１　オープンな県政の展開と持続可能な行財政構造の構築

３　安心・安全な社会の形成と県土づくり

・屋上ヘリポート、ＩＣＵ（４床）、救急病床（６床）、緊急手術室、医師等研修室などを配置
・平成２６年４月オープン予定

●県立大島病院地域救命救急センター整備事業 11億7,200万円
　奄美地域における救急医療の充実・強化を図るため、県立大島病院に地
域救命救急センターを整備します。

県立病院課   ☎099(286)2813問い合わせ先

●「かごっまおごじょ委員会」開催事業
500万円

　女性の知恵や感覚を県政に一層活
かすため、県政全般について政策提
言を行う委員会を開催します。

（第１回かごっまおごじょ委員会）企画課   ☎099(286)2347問い合わせ先

●大隅農業・加工技術研究プロジェクト施設整備事業 8,100万円
　農産物の加工技術拠点施設を農業開
発総合センター大隅支場敷地内に整備
するための実施設計などを行います。

（完成イメージ図）経営技術課   ☎099(286)3155問い合わせ先

●「本物。鹿児島県」定着化事業 8,500万円
　「本物。鹿児島県」の多彩な魅力を国内外に拡
大・定着化させるため、関東、東海地区や台湾、香
港などにおけるＣＭ放映や、インターネットを活
用した情報発信などを行います。

かごしまＰＲ課   ☎099(286)3046問い合わせ先

●鹿児島県地域防災計画策定事業 3,200万円
　県地域防災計画の見直しに当たり有識者会議を
開催し、被害予測や防災対策などについて助言を得
るとともに、地震・津波などの被害の想定や今後の
防災対策の検討を行います。

危機管理防災課　☎099(286)2276問い合わせ先

●原子力防災対策事業 5億1,900万円
　防災活動に必要な資機材の整備、被ばく医療体制の充実、原子力防災訓練
の実施など、原子力防災対策の強化を図ります。

原子力安全対策課　☎099(286)2377
地域医療整備課　☎099(286)2693
薬務課　☎099(286)2803

問い合わせ先

２　生涯を通じて安心して暮らせる社会づくり 医療・福祉

５　新時代に対応した戦略的な産業おこし 食　料

４　人と自然が調和する地球にやさしい社会づくり 環　境

●　 離島地域不妊治療支援事業  900万円
　特定不妊治療（体外受精および顕微授精）の指定医療機関のない離島地
域の不妊治療受診者に対し、経済的負担の軽減を図るため、通院のための
交通・宿泊費用の一部を助成します。

子ども福祉課   ☎099(286)2775問い合わせ先

●　 軽度・中等度難聴児補聴器助成事業 200万円
　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児に補聴器購
入経費の一部を助成し、乳幼児期から少年期における言語・コミュニケー
ション能力の発達や教育・社会生活面での改善を図ります。

障害福祉課   ☎099(286)2746問い合わせ先

●　 障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり事業 300万円
　障害を理由とした差別をなくし、障害のある人もない人も、一人ひとりの
人格と個性が尊重され、社会を構成する対等な一員として安心して暮らすこ
とのできる社会を実現するための条例制定に向けた取り組みを進めます。

障害福祉課   ☎099(286)2953問い合わせ先

●　 ウナギ資源増殖対策事業 700万円
　将来にわたってウナギ資源の維持・確保を図るため、国と連携してシラス
ウナギ来遊状況調査などを行います。

水産振興課　☎099(286)3433問い合わせ先

（桜島火山爆発総合防災訓練）

行政管理室　☎099(286)2057問い合わせ先

●再生可能エネルギー導入ビジョン（仮称）策定事業 200万円
　国のエネルギー基本計画の見直しの状況などを踏まえ、現行の新エネ
ルギー導入ビジョンの見直しを行います。

エネルギー政策課　☎099(286)2431問い合わせ先

●太陽光発電設備等普及推進事業 2億4,000万円
　太陽光発電設備を新たに住宅に設置する際に、その導入経費を助成
します。

エネルギー政策課　☎099(286)2431問い合わせ先

●　 奄美群島世界自然遺産登録推進事業 2,400万円
　奄美群島の平成28年度の世界自然遺産登録を目指し、環境保全や持続
可能な利用など登録に必要な対応策を協議・検討します。

自然保護課　☎099(286)2613問い合わせ先

地域政策課　☎099(286)2428問い合わせ先

●　 かごしまの食関係事業 3,200万円
　農業者と加工業者間等のマッチング支援、本県農産物などの大消費地で
の販路拡大や海外市場の新規開拓に向けた取り組みなどを推進します。

農政課　☎099(286)3177問い合わせ先

●　 大隅地域スポーツ合宿拠点施設基本構想策定事業 800万円
　スポーツ観光王国かごしまの推進のため、平成26年度末に閉校予定
の有明高等学校の敷地に整備するスポーツ合宿拠点施設の基本構想を
策定します。

政策調整課　☎099(286)2493問い合わせ先

●　 佐多岬観光整備事業 1億7,000万円
　九州本島最南端の地として全国的にも
有名な佐多岬とその周辺地域について、大
隅地域の観光拠点として整備を進めます。

観光課   ☎099(286)3003問い合わせ先

●　 中小製造業者創業・新分野進出等支援事業 2億円
　地域経済の活性化や雇用の確保に貢献する企業を育成するため、中小
製造業者の創業や新たな分野への進出、規模拡大に向けた取り組みを、経
営計画の策定から研究開発、人材育成、販路開拓まで、設備投資を含めて
集中的に支援します。

産業立地課　☎099(286)2964問い合わせ先

●　 経営改善アドバイザーの設置 700万円
　「中小企業金融円滑化法」の期限到来に伴い、増加が見込まれる中小企
業者の経営改善計画作成に関する相談などに対応するため、商工団体に
経営改善アドバイザーを設置します。

商工政策課　☎099(286)2935問い合わせ先

●　 寄洲除去計画に基づく寄洲の除去 10億9,700万円
　河川の氾濫を未然に防止するため、平成24年度に策定した寄洲除去計
画に基づく寄洲の除去を行います。

河川課　☎099(286)3593問い合わせ先

より す

●　 製造業緊急取引支援専門員設置事業 700万円
　大手企業の撤退等の影響を受ける県内の中小製造業者の新たな取引
先を開拓するため、（公財）かごしま産業支援センターに取引支援専門員
を配置します。

産業立地課　☎099(286)2964問い合わせ先

年度に取り組む主な施策の概要～ ※１　予算額は、百万円未満を四捨五入しています。
※２　　は、平成25年度に取り組む新規事業です。

７　快適で活力ある生活空間の形成

８　農山漁村の活性化と奄美・離島の振興

10　教育の再生と文化・スポーツの振興

「かごしまニューライフプラン」に基づく主な施策（一部再掲）

第一の安心
「仕事」

●　労働相談体制整備事業
●　中小製造業者創業・新分野進出等支援事業  
●　かごしまの食関係事業

第三の安心
「絆」

●　NPO共生・協働・かごしま推進事業
●　NPO等運営相談・体質強化事業
●　感動・体験グリーン・ツーリズム推進事業 

第二の安心
「生活」

●　中高一貫教育校整備事業
●認知症対策連携・体制整備事業　　　　  
●県立大島病院地域救命救急センター整備事業

子育て・教育

老後・介護

健康・医療

６　誰もがいきいきと活躍できる雇用環境づくり
●緊急雇用創出事業臨時特例基金事業 51億7,900万円
　緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用して、離職者等の生活の安定など
を図るため、地域に根ざした事業や成長が見込まれる分野で、雇用・就業機
会を創出する事業を実施します。

雇用労政課　☎099(286)3028問い合わせ先

●高規格幹線道路等高速交通網の整備
　広域交通ネットワークの早期形成を図るため、高規格幹線道路や県内
各地から空港、港湾などの交通拠点へアクセスする道路などの整備を進
めます。

道路建設課　☎099(286)3536問い合わせ先

●国際交流港湾の整備等
　大型観光船の寄港拠点、南九州の流通拠点としての国際交流港湾の整
備を行うとともに、コンテナ船の誘致などに取り組みます。また、国際バル
ク戦略港湾の指定を受けた志布志港については、早期事業化に向けて取
り組みます。

港湾空港課　☎099(286)3640問い合わせ先

●鹿児島空港国際化促進事業 2億600万円
　台北線、上海線、ソウル線の安定的運航や利用促進を図るため、利用団
体に対する運賃の助成や航空会社に対する運航支援を行います。

交通政策課　☎099(286)2457問い合わせ先

●　 感動・体験グリーン・ツーリズム推進事業 300万円
　グリーン・ツーリズムの取り組みを進めるため、県内各地の地域資源の
発掘や受入態勢の充実・強化を図ります。

農村振興課　☎099(286)3108問い合わせ先

※本事業により、約 ２，５００人の雇用が創出される見込みです。

●鹿児島港新港区の改修 32億5,300万円
　鹿児島港新港区について、奄美・沖縄
フェリー航路の拠点機能の強化を図る
ため、利用者の利便性・安全性の向上、
円滑な物流の確保および防災機能の強
化に向けた改修を行います。

港湾空港課   ☎099(286)3645問い合わせ先（イメージ図）

●　 中高一貫教育校の施設整備（実施設計等） 2億1,300万円
　「大隅地域の公立高校の在り方検討委員会」のとりまとめを踏まえ、高山
高等学校敷地に、本県県立学校初の併設型中高一貫教育校を整備する取り
組みを進めます。（平成27年４月開校予定）

学校施設課　☎099(286)5238問い合わせ先

●　 かごしまアートフェスタ２０１３ 2,700万円
　身近にアートに触れ親しめる機会を提供するため、著名なアーティストの
現代アートや最先端ＣＧアートの展示など、アートに関する多彩なイベント
を開催します。

生活・文化課　☎099(286)2534問い合わせ先

●　 奄美群島日本復帰60周年関連事業 3,300万円
　日本復帰60周年を迎える奄美群島において、復帰の歴史や歩みを後世
に伝えるとともに、一層の自立的発展に向けた取り組みを推進します。

離島振興課　☎099(286)2443問い合わせ先

●　 離島活性化交付金関係事業 1億6,800万円
　改正離島振興法の施行に伴い、国が新たに創設する離島活性化交付金
を活用し、人材の育成や雇用の創出、交流人口の拡大などの取り組みを支
援します。

離島振興課　☎099(286)2445問い合わせ先

●特別支援教育の充実
　・鹿児島聾学校の移転整備（建設工事）
 10億2,000万円

　・　 高等特別支援学校の寄宿舎等整備（実施設計） 8,400万円

学校施設課　☎099(286)5238問い合わせ先

　・大島養護学校高等部の訪問教育の充実 1,700万円

義務教育課　☎099(286)5296問い合わせ先

平成27年４月供用開始予定

平成27年４月供用開始予定

平成25年度から徳之島および沖永良部島で実施

平成25年度当初予算の特色

平成25年度  　51億円
財源不足額

※1 臨時財政対策債は、本来地方公共団体に交付されるべき地方交付税の振替として発行されるもの
であり、その元利償還金は100%交付税措置されることとなっている。

※2 平成25年度においては、国の経済対策による交付金の活用等により、県債の発行抑制を図った。

平成25年度末見込み  　210億円
財政調整に活用可能な基金残高

＜歳入の主なもの＞
① 県 　 　 　 税  1,221億25百万円 (＋  1.1％）
② 地　方　交　付　税 2,678億22百万円 (△  1.5％）
 実質的な地方交付税 3,255億32百万円 (△  1.4％）
  （地方交付税＋臨時財政対策債 ※１ ）
③ 国　庫　支　出　金 1,496億79百万円 (＋12.1％）
④ 県　　　　　　　債 1,169億32百万円 (△  8.4％）
 臨時財政対策債を除く県債 592億22百万円 (△14.8％）※２
＜歳出（性質別）の主なもの＞
① 人　　　件　　　費 2,280億98百万円 (△  2.0％）
② 扶　　　助　　　費 1,096億31百万円 (＋  1.9％）
③ 公　　　債　　　費 1,413億27百万円 (＋  0.1％）
④ 普通建設事業費等 1,597億10百万円 (＋  0.2％）
⑤ 補 　 助 　 費 　 等  955億80百万円 (＋  2.8％）

一般会計の内訳

一般会計 7,841億5百万円  （対前年度比　＋0.3％）

特別会計 1,860億52百万円 （対前年度比　△9.2％）

予算規模

5年連続のプラス予算

国が要請する地方公務員給与削減措置の反映に
よる地方交付税の減少などにより、３年ぶりに財
源不足が発生

ろう

　県民一人ひとりが将来を展望できる生涯生活設計を描けるよう、「かごしま
ニューライフプラン」に基づき、平成25年度においても、各般の具体的な施策に
取り組みます。

企画課　☎099（286）2347問い合わせ先

財政課　☎099(286)2181問い合わせ先

●甲突川リバーサイドウォークの整備 1億円
　鹿児島市が進める甲突川周辺の
まちづくりと連携し、県民や観光客
が川に親しみ、憩える場となる水辺
空間を創出するため、散策路などの
整備を行います。 

河川課   ☎099(286)3593問い合わせ先

９　共生・協働による温もりのある地域社会づくり
●　 ＮＰＯ共生・協働・かごしま推進事業 1,600万円
　地域の課題解決のため、ＮＰＯ等から提案のあった
企画について、自治会や住民と連携を図りながら県
がＮＰＯ等と協働して取り組むことにより、地域に根
ざした共生・協働の取り組みを推進します。

共生・協働推進課   ☎099(286)2241問い合わせ先

（対前年度比）

（完成イメージ図）




